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開     会 

 

○枝元食品産業企画課長 御苦労さまでございます。定刻になりましたので、ただいまか

ら第６回食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リサイクル小委員会を開催させ

ていただきます。 

 委員の皆様方、お忙しい中、スケジュール調整して御出席いただきまして、ありがとう

ございます 

 本日は、松田美夜子委員が御都合により御欠席でございます。 

 まず、資料の確認をさせていただきます。「配付資料一覧」の次に本日の「議事次第」、

その後、委員の名簿がございます。その後、本日の資料でございまして、資料１といたし

まして「食品リサイクル法に基づく基本方針の見直しに係る論点整理（案）」、その別紙１

といたしまして「食品リサイクル小委員会における意見・提案の整理（案）」、別紙２とい

たしまして「食品関連事業者等に対する個別意見聴取の結果の概要（案）」でございます。

資料２といたしまして、「食品リサイクル小委員会における調査・審議日程（案）」がござ

います。参考資料１といたしまして「論点整理に関する参考資料」、参考資料２といたしま
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して「大韓民国における食品リサイクル政策の実態調査結果」、参考資料３といたしまして

「食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リサイクル小委員会（第４回）議事録」、

参考資料４といたしまして「食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リサイクル

小委員会（第５回）議事録」がございます。 

 本日は以上でございます。もし過不足等ございましたら、お申しつけいただければと思

います。よろしゅうございますか。 

 では、座長よろしくお願いいたします。 

○牛久保座長 皆さん、こんにちは。お忙しいところをお集まりいただきまして、ありが

とうございます。 

 

食品リサイクル法に基づく基本方針の見直しに係る論点整理（案） 

 

○牛久保座長 それでは、ただいまから議事に入らせていただきます。 

 本小委員会は、昨年の 10 月に第１回を開催し、本日で第６回目を迎えております。お配

りしました「議事次第」にございますように、本日は、これまでの小委員会におけるさま

ざまな議論、食品関連事業者や廃棄物処理業者の方々にお越しいただきまして御意見を陳

述いただきました結果、加えて、事務局が食品関連事業者などから個別に聴取した意見、

提案等をもとに議論となる事項を事務局が整理したもので、整理の仕方の是非や新たに追

加すべき論点の有無などについて御議論いただきたいと思います。 

 本日の議論は、今後の取りまとめや基本方針の見直しの具体案にもつながる大事な重要

なものでございますので、積極的な御意見、御提案をお願いしたいと思います。 

 それでは、事務局から論点整理（案）の御説明をお願いしたいと思います。よろしくお

願いします。 

○西野食品環境対策室長 それでは、資料１をごらんください。４ページですので読ませ

ていただきます。 

食品リサイクル法に基づく基本方針の見直しに係る論点整理（案） 

                            平 成 １ ８ 年 ４ 月 ４ 日 

                            総合食料局食品産業企画課 

 食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食品リサイクル小委員会は、食品循環資源

の再利用等の促進に関する法律（平成 12 年法律第 116 号。以下「食品リサイクル法」とい
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う。）に基づく食品循環資源の再生利用等に関する基本方針（平成 13 年５月公表。以下「基

本方針」という。）の見直しを行うため、同法の施行状況や食品廃棄物等の発生の抑制及び

減量並びに食品循環資源の再生利用（以下「再生利用等」という。）をより一層促進するた

めの方策について、幅広い観点から検討することを目的として、平成 17 年 10 月から平成

18 年２月まで計５回にわたって開催された。本委員会において、各委員から出された意

見・提案の概要は、別紙１のとおりである。 

 また、平成 18 年２月から３月までにかけて、農林水産省が食品関連事業者、有識者等か

ら個別に聴取した意見・提案の概要は、別紙２のとおりである。 

 今回、これらの各種多様な意見・提案を踏まえ、基本方針の見直しに係る論点を以下の

とおり整理した。                        

１ 再生利用等の現状と課題 

（１）循環型社会の形成の一環として、再生利用等を促進するため、食品リサイクル法が 

  平成 13 年５月に施行された。                 

（２）食品リサイクル法の施行後、再生利用等の実施率は、平成 13 年度の 37％から平成 

  16 年度の 45％へと着実な向上を遂げており、一定の成果が認められるところである。 

（３）一方で、循環型社会形成推進基本法（平成 12 年度法律第 110 号）の理念に基づき、 

  廃棄物の発生を抑制するとともに資源の循環的な利用を促進することになり、我が国 

  経済社会を循環型社会へ移行させていくことが、現在も重要な課題となっているなか 

  で、国民の食の安全に対する関心や企業の社会的責任に対する意識の高まり等、食品 

  リサイクル制度を取り巻く社会情勢の変化に対応していくことも求められている。 

  

（４）食品リサイクル制度の運用・実態においても、個々の食品関連事業者の取組状況に 

  格差が認められるほか、                   

  ① 食品廃棄物等の発生の抑制（以下「発生抑制」という。）については、食品関連事 

   業者において努力はなされているものの、食品リサイクル法の施行以降、特段の成 

   果が表れていない           

  ② 食品循環資源の再生利用（以下「リサイクル」という。）については、 

  （ア） 消費者との接点の多い食品流通の川下に至るほど、食品循環資源が少量ずつ 

    分散して発生するほか、異物混入のリスクが高まるなど、リサイクルしにくい要 

    素が増えるため、取組が低迷する傾向にある        
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  （イ） チェーン形式により食品関連事業者の事業展開が広域化していることに対応 

    し、個々の店舗から発生する食品循環資源を集積してリサイクルできるよう、食 

    品リサイクル法において特例が設けられており、市町村の区域を超えたリサイク 

    ルが進みつつある 

     一方で、チェーン形式により小規模店舗を多店舗展開する場合、個々の店舗か 

    ら発生する食品廃棄物等を一括して広域的に収集運搬しやすくすることにより、 

    コストの低減等に資するようにすることが必要である    

  （ウ） 市町村の焼却処理料金は、地域の中小零細事業者も考慮した料金設定を行う 

    場合や、リサイクルに運搬費用や異物除去費用が発生する場合には、結果として 

    リサイクル費用よりも安価となることがある。このことが、リサイクルの進展に 

    抑制的に作用する可能性がある              

  （エ） リサイクルを推進するためには、食品関連事業者が自ら排出した食品循環資 

    源由来のリサイクル製品を用いて生産された農畜水産物を自らの商品やその原材 

    料として用いるというリサイクルループの形成を図る取組等、リサイクル製品の 

    安定的な需要を確保することが重要である 

  （オ） リサイクルを推進するに当たっては、リサイクル製品の安全性・品質の確保 

    や生活環境の保全に十分留意することが必要である 

  （カ） 現在、用途別仕向量では肥料が最も多いが、大量に供給される家畜排せつ物 

    由来の厩肥との競合が生じるなど、一部の地域において、有機質肥料が供給過剰 

    となる傾向がある 

     一方、食料自給率の向上のためには、食品循環資源の飼料化を推進することが 

    重要である 

 等との指摘があり、制度面・実態面の両面においては様々な課題が顕在化してきている。 

（５）したがって、基本方針の見直しに当たっては、社会情勢の変化を踏まえた上で、顕 

 在化しつつある課題の解決に向けて所要の検討を行い、より効果的かつ効率的な再生利 

 用等の促進を図っていくことが必要である。 

２ 見直しに係る論点整理 

（１）循環型社会形成への貢献 

   天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される循環型社会の形成 

  を推進するためには、食品関連事業者や消費者に対して食品廃棄や食べ残しの減少へ 
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  の取組についての理解と実践を働きかけるなど、まず第一に発生抑制を図ることが重 

  要であることを再認識し、これまで以上の取組を求める必要があるのではないか。 

   その上で、発生した食品循環資源については、資源として有効利用していくことが 

  必要であり、その際には、食品循環資源の特性やリサイクル製品の利用状況を踏まえ 

  た上で、農業との連携によりフードチェーンへの還元が見込まれる飼料及び肥料とし 

  てリサイクルを行うほか、地球温暖化対策にもつながるバイオマスエネルギーとして 

  利用していくことが重要ではないか。 

   また、飼料自給率の向上等による食料自給率の向上や、化学肥料の使用を低減させ 

  ることによる農業の環境負荷低減等の重要な課題に対応していくため、食品循環資源 

  をより一層循環させ、リサイクル製品の安全性・品質が確保できることを前提に、リ 

  サイクル製品の需要を拡大し、リサイクルを推進していくことが重要ではないか。 

（２）再生利用等の実施率目標 

   再生利用等の実施率の次期目標については、これまで通り業種横断的なものとする 

  か、業種ごとの実態や特性を考慮しつつ定めるべきか、という議論があるが、今後の 

  検討に当たっては、関係者と問題意識を共有しつつ、再生利用等の促進に資するよう 

  留意して設定する必要があるのではないか。 

（３）再生利用等をより実施しやすい環境の整備 

   循環型社会の形成の観点から、 

  ① 再生利用等の取組へのインセンティブの付与等、食品関連事業者の取組意欲を維 

   持・増進させるための措置 

   例：第三者機関による優良な再生利用等の取組の認証 

  ② 事業の実態に応じた再生利用等を促進させるための措置 

   例：ア ビルテナント等同一建物内の食品関連事業者、コンビニ等フランチャイ 

      ズ制度により広域的に事業を展開している食品関連事業者等、その取組が 

      一事業者の行為としてみなすことができる食品関連事業者を、食品リサイ 

      クル法上一つの対象事業者としてとらえる 

     イ 学校等や福祉施設の食品関連事業者への追加等、対象事業者の範囲の拡 

      大 

  ③ 食品循環資源をより一層円滑に流通・活用させるための措置 

   例：ア 新たなリサイクル手法の追加指定や法に規定されていないリサイクル手 
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      法についてもリサイクル製品の利用が確実な取組であれば個別に認定する 

      措置 

     イ 地域的又は広域的なリサイクルを適切かつ効率的に行うための措置 

     ウ 再生利用事業計画の認定制度にリサイクルループの形成を明確に組み込 

      む等のリサイクルの安定的な需要確保を促進する措置 

  等を講じることにより、再生利用等に取り組みやすい環境を整備していくことが必要 

  ではないか。 

   なお、食品廃棄物等は、その大半が廃棄物処理法に基づく廃棄物としてリサイクル 

  等の処理がされるものであり、今後、食品リサイクル制度の見直しを検討するに当た 

  っては、食品廃棄物等をリサイクルし、食品循環資源として有効利用するという現行 

  制度の枠組みを前提とし、更なる再生利用等の促進が図られるよう、食品関連事業者 

  と国及び地方自治体の廃棄物処理行政との連携を強化していくことが必要ではないか。 

   例：食品関連事業者と市町村との連携による食品リサイクルの事業モデルの構築及 

    び普及 

（４）適正な再生利用等の取組の確保 

   再生利用等をより実施しやすい環境の整備に際しては、社会情勢の変化を踏まえつ 

  つ、食品リサイクル制度に対する信頼性の向上や不法投棄の防止等による生活環境の 

  保全を図るため、 

  ① 再生利用事業者の登録制度における取消用件の拡大による不適正な再生利用事業 

   者の排除及び優良な登録再生利用事業者に対する登録更新期間の延長 

  ② 多量排出事業者等一定の要件に該当する者に対する再生利用等の実施状況の定期 

   報告義務等の新たな仕組み 

  等により、適正な再生利用等の取組の確保を図ることが必要ではないか。 

   また、リサイクルを進めるに当たっては、リサイクル製品の需給動向を踏まえた取 

  組が実践されるよう、施策を講じていくことが必要ではないか。 

（５）関連施策との連携 

  ① 学校給食残渣のリサイクルや農林漁業体験活動等を通じた食育、環境教育の推進 

   による発生抑制への理解の推進のための施策 

  ② 食品循環資源の飼料化の推進を受けた飼料自給率の向上のための施策 

  ③ 土づくり、化学肥料の使用低減等により、たい肥等有機質肥料の利用を増進する 
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   環境保全型農業の推進のための施策 

  ④ バイオマス・ニッポン総合戦略の推進のための施策 

  ⑤ リサイクル製品の安全性・品質の確保のための施策 

  等、関連施策との連携を強化し、多面的観点から再生利用等を促進していくことが必 

 要ではないか。 

 以上です。 

○牛久保座長 ただいまの説明に対して御意見、御質問などお受けしたいと思いますが、

先ほど申し上げましたように、整理の仕方の是非、新たに追加すべき論点の有無などにつ

いても御議論をいただきたいと思います。 

 それでは、４ページの多岐にわたっておりますので、最初に、１の「再生利用等と現状

と課題」と、２ページにあります２の「見直しに係る論点整理」とグループが２つ大きく

分かれておりますので、まずは２の前の「再生利用等の現状と課題」の前までで、御意見

または御質問をまずお受けしたいと思います。 

 どうぞ、石川委員よろしくお願いします。 

○石川委員 再生利用の計画だとか枠組みはあるけど認められてないようだとか、幾つか

ありますよね。再生利用事業者の登録というのは、昨年度は大分進んだみたいですけれど

も、最初のうちは随分少なくて、後ろの方の資料にありますが、現在 80 幾つです。恐らく

これは、かなり足りないんじゃないかという気もするんですね。特に、ものによればもっ

と足りない部分も、調べればあるんじゃないかと思います。 

 そういう意味では、そこの部分、全体として受ける印象は、法制度とかそれの施行とか

いう面で、再生利用を阻害するというんですか、少なくとも促進しないような要因がある

のではないかというふうなことに関して、何か現状認識に触れた方がいいんじゃないかな

という気はするんですけれども。 

○牛久保座長 御意見という形で今承っておきます。 

 ほかにございますでしょうか。 

 百瀬委員よろしくお願いします。 

○百瀬委員 ただいまの御意見に関連して、２ページにあります②の（イ）のところです

が、毎回お話していますが、私どもチェーンストア協会の会員店舗は、多数の店を広域に

わたって店舗展開しています。その中で、食品リサイクルの資源として有効であり、また、

多くの店で発生しているものが食用廃油と魚のあらです。食用廃油に関しましては、有価
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で確実な再生資源として売買が成されていますが、魚あらに関しましては、たとえ有価で

売買されていても、「これは廃棄物である」という解釈をされる自治体が多のです。例えば

私どもの店舗がある岐阜県、そこでは再生利用できる設備がありません。そのため、近隣

の愛知県や三重県に運び、そこで再生利用をしようとしても、その運び出しがまず難しい。

そしてまた受け入れる方でも、県内の店舗からの受け入れだったらできるけれども、他府

県、県をまたいでというのは難しいという状況です。また魚あらというのは一体再生資源

なのか、それとも廃棄物なのか。それから、それを利用したい人たちにとって、もしくは

有価でもリサイクルしたい私たちにとっても、「魚あらは廃棄物である」という特定は常識

的にはされないはずであるという考えを持っているのですが、それが何らかの行政の考え

方や法律の中で合法的にリサイクルできないという難しいところにあるというのが現状で

す。 

 そういったところをもう少し個別にとらえて検討し、「有価で売買される,もしくは確実

に再利用されるならば廃棄物ではない」という、魚あらは廃棄物ではなくて再生資源であ

るというようなものを形にしていただけますと、確実に再生利用が促進できるのですが、

そのあたり、よろしくお願いします。 

○牛久保座長 加藤委員よろしくお願いいたします。 

○加藤委員 全く石川先生と百瀬委員の意見と同様でダブるわけでございますけれども、

２ページの今お話がありました②の（イ）の「チェーン形式により」のところであります

けれども、ここでは、広域的に収集・運搬しやすくすることにより、コストの低減等に資

することが必要であるというような指摘もありますが、もう少し、この要因であるところ

の現行の廃掃法が自区内処理を原則としていますから、そこが広域的な収集、再生処理の

動きを完全に阻害している要因であるということは明記すべきであると思いますし、また、

そのことに対する規制緩和を当委員会としてレポートにちゃんと明記した方がよろしいの

ではないかということを申し上げたいと思います。 

 その関連でいきますと、先ほど石川先生がおっしゃいましたように、再生利用事業者登

録の問題もそれほど普及しているというふうには見えないわけです。特に今の魚あらの問

題では極めて少数であると。それはやはり今の現行法の食品リサイクル法の中で、魚あら

の資源としての位置づけとか、あるいは廃掃法の規制を受けて広域的な自治体を超えた輸

送なり処理ができてないという現実があるわけでありますし、そのこと自身が再生利用事

業者の登録の定義で、一般事業系廃棄物の登録を受けなければいけないとか、あるいは受
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けている者が再生利用事業者の登録を受けるというふうな縛りになっているわけですから、

まさにこの再生利用事業者登録の定義なり意味づけをもう一度検討してみるというふうな

問題意識をこのレポートの中にぜひ入れていただく必要があるのじゃないかなと、そうい

うことを申し上げておきます。 

○牛久保座長 伊藤委員よろしくお願いいたします。 

○伊藤委員 私も同じく（イ）についてです。私どものグループ会社にも小売の業態があ

り実感しておりますが、参考資料１－②の再生利用等の実施率の推移で、食品小売業や外

食産業などにおける実施率が食品製造業に比べて低い実態があります。これは何かという

と、やはり産業廃棄物として処理している製造業と、一般廃棄物として処理している食品

小売業等との差が出ているのではないかと思います。 

 基本的には、一般廃棄物は市町村の責務ということで処理されているわけで、それをリ

サイクルするために民間委託に変えるわけでありますから、当然ながら一般廃棄物処理に

対する特例の拡大が必要かと思います。例えば登録再生事業者さんと手を組もうと思って

も、実際は産業廃棄物処理業の許可しかない場合があったり、運ぶにしても積み下ろしは、

特例になりますけれども積み込みについては特例でないため、特にチェーン形式で店舗が

幾つかの市町村にまたがっている場合は、１つの収集運搬業者に統合しようとすると、新

たな市町村の積み込み許可が必要になることが少なくありません。しかもそれらの許可が

取りづらいという実態もございます。あとは、先ほどの魚腸骨のように、昔から優良なリ

サイクルをされている業者さんが登録再生事業者になりやすいような仕組みというか要件、

このあたりを、これを機会に見直せればなと思います。 

○牛久保座長 山口委員よろしくお願いいたします。 

○山口委員 今お話ございましたけれども、この（イ）のところでございますけれども、

例えばコンビニのチェーンなどでは、１店舗当たりの排出する例えば販売期限切れの米飯

であるとか惣菜であるとか、いわゆる食品残渣として資源活用が可能なものというのは、

10 キロとか８キロとか非常に少量で出る。これを一定の経済ロットで適正なリサイクルの

処理をするということになりますと、今前段でありましたような、適正に一括的に一定の

量の規模までの広域回収をスムーズにできるような仕組みづくりというのが、廃掃法の問

題を含めて、規制の緩和という視点を踏まえて必要になってくるということがまず１つで

す。 

 もう１つ、（ウ）のところですけれども、リサイクルが行われると焼却よりもコストがど
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うしても上がってしまう。この問題に関しては、先ほど出ました魚あらにしても、それか

らまた我々の店舗から出るような廃棄の処理にしても、その状態によって、資源として付

加価値の高いものにきちっと再生ができる状況にあるかどうかということが大きなポイン

トになるんだろうなというふうに考えています。 

 そういう意味合いで、資源として排出側もどのように保管をして管理をして排出をする

かということによって、結果として、焼却費用の方がリサイクルの費用よりも安いと。け

れども、いわゆる再生化された商品の付加価値がある程度それをカバーして十分に見合っ

ていくというような形になるのではないかなと、こんなふうに考えているところです。 

 それから、（エ）のところですけれども、このリサイクルをするに当たって循環型の仕組

みをつくり上げていくということにおいては、やはり最も重要なポイントとしては、ネッ

トワークをきちっと構築する。広域で一定の量の収集をする。収集する対象のものは、保

管管理がきちっとされた食品残渣、いわゆる未利用循環資源として活用ができるものであ

るということと、再生利用された製品が、リサイクル品が、きちっと付加価値を持って有

効活用がされる、こんな形のそれぞれの役割を分担したグループがネットワークをきちっ

と組んで取り組んでいく、こういう仕組みづくりが一番必要だろうと、こんなふうに考え

ます。 

○牛久保座長 ありがとうございました。 

 では、青山委員よろしくお願いいたします。 

○青山委員 私も皆さんと同意見なのですが、リサイクルを促進する上で、廃掃法上の適

正処理あるいは業運営の適正化ということをどう厳正に見ていくかというところが問題な

のだと思います。この法律の見直しが５年に１回であることを前提にすれば、少なくとも

この委員会としてははっきり主張を述べるべきだと思います。廃掃法との関係は、あいま

いな形ではなく、論点を公にして、その上できちっとした収斂すべき内容にしていただき

たい。あいまいな書き方をしておくと、論点がはっきりしないままで５年間先送りとなっ

てしまうという危惧を覚えます。 

 ただ、廃掃法上の適正処理というのは非常に重要で、廃掃法の業の運営に対する罰則規

定や施設の構造基準や設置基準も非常に厳しく、廃棄物処理業には課せられています。そ

れと同等の監視指導や罰則規定があって、例えば業の許可の取り消しとか操業停止という

ことがリサイクル業にも厳正に運用されない限り、どうしてもこの問題は尾を引いてしま

います。リサイクル面での規制緩和を進めるには、一方でその業の運営を厳しく見ていく
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ことが必要となります。ただ、それをだれが見るかというのが非常に難しくなっていると

思うんですね。市町村が巨魁と共に、監視指導もできるのか、あるいは県がそれを見るの

かということで、法の理念的なところと、実際に裁量が適正にされるということをうまく

進める方法を何とか関係省庁で見つけていただきたいと思っております。 

 それと、減量化、発生抑制が遅れていると指摘されていますが、実績数値を見ても、確

かに減ってない。これが外食産業とか食品産業の拡大に伴ってなっているのか、それとも、

減量化努力自体が総体的に非常に遅れているかということのいずれかが背景で、増加傾向

にあるようですけれども、そこを一度はっきりしていただければと思います。 

 今一つ、後で出てくる話ですけれども、減量化の中で食育という課題が出ていましたが、

この間、私どもがシンポジウムを開催した際に、学校給食の問題で、今の給食時間という

のは大体 20 分あれば長い方だとの報告がありました。これはゆとり教育の結果そうなって

いるということで、そんなに早く食べさせられず、結局残させるということで、東京都内

の学校給食の残飯というのは多くなっている。そういうところから検証していかないと、

理念で減らせといっても減らないのではと考えています。 

 あと中小企業や商店などの問題です。委員構成から、ここでは、どうしてもコンビニの

方とかチェーン店の方のお話が多いのですが、少量でなかなか資源化できないということ

は、中小食品業者さん、小売業者さんも一緒なわけですね。この辺は共同化とか協業化の

形でうまくリサイクルできる仕組みを行政側でも協力してつくれないと、それでなくても

競争力がない小売業がまたここで圧迫されていくということになりかねないということで、

一店舗一店舗で運営されている方の食品リサイクルに関する助力といいますか、支援とい

うことを、余りお金お金ということじゃなくて、地域システムづくりが促進できる対策を

入れていただければと思っています。 

 以上です。 

○牛久保座長 どうぞ、百瀬委員よろしくお願いいたします。 

○百瀬委員 追加させていただきます。私どもが今困っていますのは、「再生利用計画」が

認定されないことです。私どもの店から出た食品残渣が堆肥になって農業者に渡って、野

菜ができて当社で売る。それは、循環の環ができていて、環境影響にも及ぼすことなく、

それから経済的にも成り立っています。この「再生利用計画」を審査する、もしくは認め

ていただくのは、それぞれ農水省や経産省や環境省の本省なのですが、その中の一つの条

件に、「一般廃棄物処理業の資格がなければいけない、もしくは市町村のリサイクルをして
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いるという確認がなければならない」というところがあります。ところが、市町村の御担

当がどこなのか。その方たちが、この食品リサイクル法について御理解もしくは知識がお

ありかと申しますと、なかなか難しいところです。 

 ですから、私どもが「一般廃棄物処理業の許認可もしくは再生利用の確認」を頂戴する

ために市町村に伺っても、私どもがしている再生利用についてなかなか御理解がいただけ

ず、そこから進みません。 

私どもは「食品リサイクル法を順守し、食品再生資源を利用した循環型の商売をやって

いきたい。何か問題があるのであれば市町村に御指導いただきたい。もちろん、廃棄物処

理法も順守していきたい。」これを可能にするために、どうしたらよいのでしょう。 

 ですから、この法律を担当する行政や許認可を出すところによく知っていただいて、審

査する仕組みと基準をつくっていただかないと、我々の努力するところが見えてこないの

です。そのあたりをこの委員会の中で形にしていただかないと、私どもは先に進めません。

特に言葉というのは曖昧です。ですから、必ず文章で規定していただきたいと存じます。 

 以上です。 

○牛久保座長 ほかにございますでしょうか。 

 志澤委員よろしくお願いします。 

○志澤委員 私も皆さんと同じ意見ですけれども、まず、（カ）の「たい肥」を「厩肥」と

読むという話ですが、厩肥とは、どちらかと言うと、複数の胃を持った動物の堆肥が厩肥

になるのではないかと思うんですけれども、この点の整理は必要と考えます。 

 それから、「一部の地域において」ということが次の項目にありますけれども、全国的に

畜産の堆厩肥についてはオーバー気味なんですね。この問題で、畜産農家は全国的に大変

な局面に当たっているものですから、「一部の地域」ではちょっとおかしいというふうに思

います。 

 それから、登録再生利用事業者とありますが、登録を受けるには、産業廃棄物の処分業

の許可を取らなければならないわけです。登録件数が少ないという話ですが、市町村によ

って非常に違いがあるわけですね。例えば、私は千葉県で産業廃棄物処分業の許可申請を

していますが、１年半かかってもまだ許可が取れない。例えば、鹿児島の焼酎かすが海上

投棄が出来なくなるというので、この登録制度を利用するのがいいのではないかという情

報を出したら、鹿児島ではわずか 114 日で許可を取得できたそうです。 

３ページの部分で申し上げようと思ったんですけれども、この利用促進により、国家の
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利益につながる、だからしっかりと議論をして、もう少しファジーじゃなくてしっかり位

置づけする必要があるだろうということを、私は強く感じるわけです。ですから、そうい

う意味では、この１の「再生利用の現状と課題」の中の部分の（カ）までの中で、もう少

し位置づけなり、あるいは方向づけなりをきちっと明確にした方がいいのではないかとい

うふうに思います。 

○牛久保座長 ほかにございますでしょうか。 

 それでは、今、種々御意見をいただきましたけれども、いわゆる書き振りのことについ

て、それから、現実をもうちょっと直視した詳細についてここに載せるべきであるとのご

意見。特に再生利用事業者が非常に少ないという現実をどういうふうに見るのか、また、

その再生利用事業者の位置づけというものが、確かにこの現状の中では余り書かれてもお

りませんので、そこら辺をどういうふうに盛り込むのかということ。 

 それから、特別な魚あらで今いろんな議論がございましたけれど、魚あら以外でも有価

物的なものがあるということ、これは御発言ありました廃掃法に関連する、廃棄物の定義

の問題といわゆる資源という考え方との関連。いわゆる廃掃法との関連では、リサイクル

を促進させる意味合いからいうと、どうしても廃掃法が、今の現状ではなかなか状況とし

てはリサイクルの促進に対し困難な場合がある。明確にそこら辺のところの相違点または

関連について調整をする必要がありそうなので、そういう書き振りもこの中に加える必要

があるのではないかということ。 

 それから、あとは中小零細の企業のように、発生量が少ないようなところがまとめてで

きるようなシステム。もう１つは、行政等の許認可の問題が整備されてない状況だとか、

申請しても非常に長い時間がかかるという現状から、いわゆるこの法律の普及・定着がま

だなかなかいってないという面もあるのかと思います。この法律の中で行政に対する許認

可の整備の問題ももっとクリアにしていったらというような御意見が、集約すれば承った

ところと思います。特に御議論いただいたのは２ページの（イ）のところということにな

ります。ですから、ここのところに、先ほど集約された意見のエッセンス的なことが書い

てありますけれども、ここをもうちょっと詳細にという御意見というふうに承りましたけ

れども、さらにここのところの（イ）について、さらに書き込むべきこととか、現状はこ

ういうことなのでというような御意見等ございましたら、お願いできればと思います。 

 加藤委員よろしくお願いいたします。 

○加藤委員 既に座長先生のまとめの中に入っているのかもしれませんが、書き振りとい
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うことで若干申し上げますと、４ページの「国及び地方自治体の廃棄物行政との連携を強

化」という表現がありますけれども、自治体との連携の強化という表現だけで現状の問題

を解決するよすがとなるのかということについては、この委員会で廃掃法の問題等の指摘

もありましたし、また一方、廃掃法の機能のところの適正処理とか、あるいは施設の許認

可の問題、そういう御指摘もありました。となりますと、やはり食品循環資源をリサイク

ルしていくという中の循環型社会を構築するための指標として既存のいろんな法体系があ

るわけですから、その法体系との間の整合性とか、あるいは優先性とか、あるいは例外規

定としても、その例外はどこを例外とするのかというところについて明確な位置づけとか、

そういうことが非常に不備になっている。そのこと自身が、ほとんどの市町村の環境担当

者がその辺のところについての認識を持っていないということが、やっぱり連携を強化す

るとしてもできない要因じゃないかなと思います。 

 要は、やはりこのリサイクル化あるいは循環型社会を構築するために、廃掃法を含めて

循環基本法がそれに優先するのかどうかとか、それに関するはっきりとした位置づけなり、

その辺のところをちゃんとしなくちゃいけないということが、ぜひどっかに書いてある必

要があるのじゃないかなと思っております。特に先ほどの魚あらの問題一つとっても、そ

の処理事業者は他の安全性に関しては飼料法とか、あるいは事業の工場等の設置について

は化製事業場に関する法律でそれぞれ認可され、それぞれの規制を受けているわけです。

しかし、これとて運ぶとか処分するということになりますと、再生登録事業者の制度があ

ってもそれを取ることができないし、また、広域的なリサイクルができないという現状が

あるわけです。そういう既存の法律がちゃんとあって、そこで安全性や施設の適正設置と

いうことがあっても、どうもその辺がうまくいかないというところをしっかりしておかな

くちゃいけないかなという感じがしています。 

○牛久保座長 ほかにございますでしょうか。 

 もろもろの御意見を伺いましたけれども、今御議論いただいています内容が、ある程度

法律の趣旨から運用上の問題、各種の法律との関連から、現状として今こういう問題点が

起きているというような書き方で論点を整理していただく、そういう手法もあろうかと思

いますが、全般的に見ていただいて、文の流れとして、こういうような形にした方が我々

としての意見としても含めて理解をしていただけるのか。ですから、今お話ししましたよ

うに、まず法律の趣旨に関すること、それから運用上のこと、それには法律上の言葉の定

義的なこともございます。実際の問題点を明らかにし、そこを今後の議論の対象とすると
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いうような書き振りもあろうかと思いますけれども、そこら辺のところについてはいかが

でしょうか。 

 はい。 

○青山委員 少しずれるかもわからないですけど、私は（イ）が非常に大事で、ここが核

だと思います。そのときに、「チェーン形式により」という項目が最初に出てきてしまうこ

とに違和感があります。もしも（イ）をこのように記述するのであれば、先ほど言いまし

たように、大手ハウジングメーカーと地方の工務店と同じようなもので、ハウジングメー

カーさんの話だけやっていても、中小事業者や地方の問題はなかなか解決できないという

こともあると思うんです。ですから、先ほどから言っているように、できれば個別の店舗

のこともどこかで言及していただきたい。いずれにしても、一店舗ずつの量は非常に少な

い量を集めなければならないということは共通で、それを市町村単位で集めて、さらに広

域化しなくてはならないかどうかというところが、ちょっとチェーン店とは異なっている

ところだと思うんです。（ウ）のところで市町村の料金という話になってしまっているんで

すけれども、確かに料金の問題も重要だと思いますが、そこのところを一つ、（イ）と同じ

趣旨で、一般の食品小売業や食堂とかそういうところの話もここに入らないかなと感じて

いるところです。 

○牛久保座長 志澤委員よろしくお願いします。 

○志澤委員 もう少し後に話そうと思ったんですけれども、現状と課題で、これを活用し

ようとする、要するに農業生産者が中心だと思うんですけれど、堆肥にしても飼料にして

も、その位置づけなり取組方なり、そういうものがここに記されてないんですね。私の立

場としては、受入側の位置づけについて、市町村を含めもしっかりと整理しないと、何と

なく片手落ちな議論になるのではないかと危惧されるわけです。 

○牛久保座長 ほかにございますでしょうか。 

 それでは、今の御議論も踏まえて、ちょっと私の方から話をさせていただきますが、ま

ず１ページの（１）、（２）、（３）のところをごらんいただきたいんですけれども、これは

先ほどからの書き振りということにもなろうかと思いますが、例えば１の「再生利用等の

現状と課題」ということで、最初に（１）の循環型社会の形成の一環として再生利用等を

ですが、何の再生利用等を促進するかというのは書いておいた方がいいかもしれませんの

で、「食品廃棄物の」再生利用等を促進するため、食品リサイクル法が 13 年５月に施行さ

れたということでしょうと思います。 
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 これと、（３）を見ていただくと、（３）というのは、いわゆる循環型社会形成推進基本

法が平成 12 年、食リ法の前年度にこういう基本法ができて、基本計画にのっとって循環型

社会をつくっていくという国の施策的な大きな流れの中でリサイクル法が施行されてきた

ということであり、（３）の方がやっぱり（１）の前に来て、それに準じて食品リサイクル

法が 13 年に施行されたという趣旨を酌み取ってというふうにした方がいいかなというふ

うに思います。 

 （２）は、先ほど青山委員等がおっしゃられていたことなんですけれども、この食品リ

サイクル法の施行が 37％から 45％という数字を出しますと、一定の成果、食品関連企業全

体では確かに貢献をして、緩やかな法律の中で非常に優等生という、鋭意努力をしていた

だいてこの数字を確保したわけですけれども、ここのところは、全体の表現のところ、く

くりで言っていいのかどうかです。この法律は、あくまでも全体の数値が 37％から 45％に

上がったからいいという問題じゃなくて、食リ法では少なからず食品廃棄物を出している

食品関連事業者については、個々個別にリサイクルの実施率を 20％以上確保してほしいと、

いうことなわけですね。ですから、ここのところで、全体のくくりではなく例えば零細中

小の状況がこういうような状況だとか、大企業がこうだとか、先ほどからも議論がありま

すように、個別的にもうちょっと詳しく書くという必要性もあろうかと思います。 

 ですから、今の（１）、（２）、（３）のところ、それから（４）以降では、例えば廃棄物

の処理の流れからいきますと、優先順位がありますように、いわゆるリデュースですね、

要するに発生抑制があって、その次に再生利用等の実施、それから減量化という流れの書

き振り。その中でどういうような状況にあり、それを実際上運用していく中での登録再生

事業計画的な意味、いわゆる３つの排出者とプラントメーカー等の製品化をする業者、も

ちろん中間処理も含みますが、最終的に製品化されたものが利用サイドにどう流れるか。

そういうように物の流れでの書き方で現状を整理していただいて、その中に個々に、先ほ

ど御発言がもろもろありましたところの問題点を列記していくという形をとると、我々の

議論も以後非常にやりやすいと思います。また、それぞれでどういう問題が浮き彫りとな

り、それを大いに議論して、こういう肉づけが必要というような形にもなろうかというふ

うに感じますが、そこら辺のことについてはいかがでしょうか。 

 先ほど出していただいた項目はすべてキーワード的に重要な点ですので、それをどこに

当てはめるのか、新しく章立てをして書いていかなければいけないところとか、そういう

ふうなところがあろうかとは思いますが。 
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 はい。 

○百瀬委員 先ほど２番までのところでしたから、これから２番から先の討論に入ってい

くんですね。 

○牛久保座長 はい。 

○百瀬委員 わかりました、ありがとうございます。 

○牛久保座長 １番のところの中で、まだ御質問がございましたら、後でまたフィードバ

ックしていただいて結構です。 

○伊藤委員 今、座長がおっしゃった（２）の全体の 37％から 45％に加えて、個々に 20％

以上確保、これが非常に重要かと思います。統計の数字は、企業数でなくリサイクルの量

であるかと思うんですけれども、個々に 20％以上の確保ができれば、今まで実施されてな

かったところもやっていこうということになり、先程来出ている収集・運搬などの共同化

への道が出てくるのではないでしょうか。例えば小規模事業者が、やりたいんだけれども

１社だけでは効率悪くて運べないと。しかし、みんなで手を組んでいくことによって運ぶ

効率がよくなるといった現象も出てくるのではないかなと思います。 

○牛久保座長 ほかにございますでしょうか。 

 はい。 

○青山委員 皆さんのお話を聞いていて、随分構造が変わってきているなと感じています。

例えばチェーン店と言っていますけれど、外食産業では、どちらかと言うと元で先にどん

どん加工して、そこで産業廃棄物として出す、あるいはそこでリサイクル対応を集約して、

エンドの店では出さないような形の体制をつくって、今の廃掃法をクリアしてきているよ

うに思います。一方で小売チェーンというのは、どうしても末端の方で廃棄物や資源物が

出てくるということで本日のような議論が中心になってきていると思うんですね。 

 東京ではどんどん大規模なビルが建って、その中では一廃、産廃がごった煮で、実際は

ビル管理という形の中で、産業廃棄物・一般廃棄物の両方の許可をもっている事業者さん

が全体を扱うという方向に動いている。このように、発生段階まで含めた構造が大きく変

わってきているということを、バックグラウンドとして認識しておいていただければあり

がたいと思います。 

○牛久保座長 多分その辺は３ページ以降のところで議論が出ていますので、そちらの方

に議論に移させていただきたいと思います。 

 今の御発言に対して、何か事務局の方から御意見等ございましたら。よろしいですか。 
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 では、事務局の御意見は後からお伺いするということで、２ページの２、「見直しに係る

論点整理」という２以降のことで。 

 今の青山委員の御発言は、例えば３ページの（３）の②のところに該当するような形の

ことだと思いますので、そこら辺のところでもまた改めて御議論いただければと思います

が、よろしいでしょうか。 

 ほかにございますでしょうか。２ページ以降最後のところまで、「見直しに係る論点整理」

ということで御意見をいただきたいと思います。 

 石井委員お願いいたします。 

○石井（邦）委員 ただいま青山委員さんからもお話がありましたけれども、都市部にお

けます事業系一般廃棄物の問題が結構重要だと思うんですね。先ほどの市町村の焼却料金

の問題にもかかわりますけれども、食リ法の該当事業者でない方々が食リ法とほかの廃棄

物を分けずに出せば、安い市町村の処理費で受けられると。逆に分けて出すと、食リ法の

再生指定業者ですと 15 円から高いところで 30 円前後までしますので、そのような逆のギ

ャップが出ちゃっているわけですよね。ですから、そのようなことがないように、例えば

食リ法に該当する事業者は市町村の処理は受け付けないとかしていただかないと。今我々、

都市部で事業系の一般廃棄物を食リ法の方に回すとします、一番のコンペティターがそう

いう市町村の処理料金の安さだということにありますので、よろしく御審議のほどお願い

します。 

○牛久保座長 ほかにございますでしょうか。 

 どうぞ、百瀬委員よろしくお願いします。 

○百瀬委員 （１）の３ページの上から４行目あたりからですが、「食品循環資源」という

言葉の定義をきちんとした方がよいと思います。先ほどから申し上げているように、廃棄

物であれば廃掃法での対象であるけれども、食品循環資源であれば対象外になるのかどう

か。そうなればもう少し我々チェーンストア協会会員も動きやすいのではないかというと

ころが常々私どもでは話題になっております。その解釈がなかなか法律面ではわかりにく

いところがありますので、そこを明確にしていただきたいということです。 

 それから、（３）の③で、リサイクルの手法が限定されているところがありますが、技術

の進歩によって、例えば私どもの関連しているところでアルコールにしたり、もしくは木

酢酸にしたりというような、化学原料の材料に食品残渣を用いているところもあらわれて

きました。ただ、まだそれが経済的に成り立つかとか、それが有効な使用されるルートに
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乗るかというのはこれから先の話だとは思いますが、そういった新しい技術がもしあらわ

れたときに、この法律の中で有効として扱ってもらえるのかどうかというところも明記し

ていただければと思います。 

○牛久保座長 ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 青山委員よろしくお願いいたします。 

○青山委員 （２）の実施率の目標で「業種ごとの実態や特性を考慮しつつ定めるべきか」

というところで、私はある程度そうすべきだと思っています。これは先ほど言った中小の

議論もありますし、外食産業的な構造で、上流で加工して末端におろしていくという業態

と、コンビニのように最後で出てくるという、同じチェーン化でも随分違うのではないか。

この間、外食産業の方から、もう既に加工段階でできるだけ減らしてきて、あとはお客さ

んが残すか残さないかという問題で減量化率が決まってしまうというようなことのお話が

ありましたけれども、そういうあたりを幾つかの類型で見ないと、もう一律に扱うことが

難しくなっているのかなと思います。法律上どうするかというよりも、マニュアルとかガ

イドラインとか、そういうことで対応すべき話だと思います。 

今の「必要があるのではないか」という記述では、まだ先延ばしの感があるので、でき

ればもうちょっと踏み込めないかなという思いがあります。 

 それと、学校の話でも、多くの場合、ごみ処理料金は、教育委員会が一括して払うので、

学校ごとに減らしてもその努力に対する還元や評価が出てこないとか、いろいろ事細かに

見てみると、福祉施設もそうなんですが、こういうところでのお金、予算の出入りみたい

なところまで少し気を使っていただく、あるいは国の方で、関連省庁で御協議いただくよ

うにお願いしたい。やはり学校教育の場で本当に食の問題を、残さないというふうな話を

進めるには、まだ建前論になっているのかなという気がします。特に、後で食育という話

が、（５）のところで出てきていたと思いますが、ここのところでもう少し実態的なことに

触れていただければと思いました。 

 今ひとつは、市町村の焼却処理などについては、これから施設価格の低下や民営化とか

いろいろな情況から下がってくる傾向にあるのと、処理料金自体は上げるという流れが

徐々に定着してきているので格差自体は減ってくるとは思いますが、石井さんがおっしゃ

ったように、やはりまだまだコスト分が徴収されていないということが非常に大きいと思

います。 
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 それと、もう一方で、先ほどのお話のように、どこかで統一的な基準、考え方、あるい

は取り扱いの方法論というのを関連省庁で決めて、少なくとも判断の視点といいますか、

判断条件を市町村に示さないと、リサイクルの仕組みづくりが、いずれかの市町村の判断

の結果で全体が動かなくなってしまうので、それは何とか、法律ではなくて何らかの統一

的な見解などの形で出していただければと思います。 

 以上です。 

○牛久保座長 石井委員よろしくお願いいたします。 

○石井（邦）委員 （３）の②のところは、例でアとイが入っておりますけれども、これ

は再生利用を促進するための範囲の拡大と解釈してよろしいんですか。 

○枝元食品産業企画課長 イのところですか。 

○牛久保座長 アもイも両方ということのようです。 

○枝元食品産業企画課長 アの場合は、先ほどの中小とも関連いたしますけれども、ビル

テナントですとかフランチャイズですとか、あと市場とか、そういう個別の個々の事業者

が共同して取り組むような場合に、それを一つの事業者の行為として目標数値等見ること

ができないかという意味では、そういうものを広げるという意味ですし、イは書いてある

とおり、学校とか福祉施設、今対象にしてございませんけれども、そこも対象にする可能

性があるかないかという論点でございます。 

○石井（邦）委員 ありがとうございます。それで、アの方はビル管理会社やビルオーナ

ー等というような形でお願いしたいと思います。 

 それと、イの方は、特に自治体直営の学校給食や病院直営の給食、また企業が直営でや

っている給食施設なんかも、できれば追加していただきたいなと感じております。 

 以上です。 

○牛久保座長 志澤委員よろしくお願いします。 

○志澤委員 先ほど申し上げました推進する方と受ける方の問題ですけれども、実はヨー

ロッパでは、一度人の手に渡ったものについては、ＢＳＥ発生以降飼料化できないんです。

非常に大事なことですけれども、家畜衛生、家畜防疫という問題で考えますと、人の手に

渡ったり食堂で出されたものを、堆肥の場合は別ですけど、餌化する場合、当然ＥＵ基準

の 130 度 30 分３気圧という部分でクリアしないと、問題もあるわけです。その辺りは、今、

ガイドラインを農水省内の別の部局で検討中ですけれども、この審議の中にも、何かそう

いう点を入れておく必要があるだろうと思います。推進するのは結構ですが、例えば人畜
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共通の病気等もあるわけですから、病院などの食べ残しについてはきちんと整理する必要

がある。この辺はしっかりと整理しておかないといけないと私は思いますので、リサイク

ルを推進するのは大事なことなんですけれども、飼料化という部分では、そういう部分は

整理しなければいけないのではないかと思います。 

○牛久保座長 ほかに御意見ございますでしょうか。 

 まさに、ここのタイトルにありますように「見直しに係る論点」ということですので、

我々がこれからここの中で鋭意議論していかなきゃいけないという事柄をこの中に盛り込

んで、文章化するという作業ということになっておりますので、そこら辺、「見直しに係る」

ということを考えて、先ほどの現状との対比の中で、さらにここの議論を深めなければい

けないというようなこともこの中に盛り込んでいただくということですので、それを頭の

中にお入れいただいて、ここの書き振りの中にありますことも含めて整理をしていただけ

ればというふうに思います。 

 先ほども申しましたように、これは見直しの中で、ここにありますように「循環型社会

形成への貢献」ということで、先ほどありました国益に関連することです。循環型社会を

つくる上で食品リサイクル法の貢献がどういうところにあろうかということ。要は資源と

いうもののとらえ方で、１つは、先ほどありましたように食品循環資源が、いわゆる食品

リサイクル法の中でうたっていますのは、肥料、飼料等の原料になり得るものについては

食品循環資源と定義づけられていますけれども、それが法律上でどういうふうな判断基準

があるのかとか、取扱いに関する方法論というものが明記されていないということで、「食

品循環資源」という言葉があっても、実際上、運用上、そのもののとらえ方が、明確でな

く例えば個々の先ほどの「あら」とかいうようなものも含めてということだと思います。 

 それから、そういうような循環型社会への貢献のことに関して、さらには、食料とか飼

料の自給率が上がれば、それに連動して食料の自給率が向上するというような観点の国益

的には大きくこのリサイクル法も関係するだろうと思います。 

 それと、もう１つは、先ほどありましたけれども、例えば飼料化の議論で、再生利用製

品の優先順位がリサイクル法では余り明記をされていないと。例えば、先ず飼料化があっ

て、その次に堆肥・肥料化、それからエネルギー化とか、そういう序列的なことも考える

必要があろうかとは思います。再生利用製品を作るうえでの技術論としては、先ほど百瀬

委員からも御発言がありましたけれども、これは（３）の③のところにもありますように、

「新たなリサイクル手法の追加指定」という形で、アルコール、または炭化とかいろんな
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ものを含めてここで議論が多分なされるだろうというふうに思います。それの個々に認定

できるものであれば、この中にまた盛り入れていくという形になります。 

 発生抑制があって再生利用があるわけですけれども、そこで大きな論点としては、実施

率の目標という形で、20％の実施率を確保するという形での見直し。これからその数字に

ついての議論が多分出るだろうというふうに思います。ですから、そこら辺も含めて技術

的な問題、または先ほどの中小零細企業のことか、個々で排出しているところの対応がど

ういうふうな形でいくのかということが、「再生利用等をより実施しやすい環境の整備」と

いう形で議論をしていただきたく思いますので、そこのところの書き方またはその論点、

そのようなところも見ていただければと思います。 

 それから、実際に今度は法律を運用する側として登録再生事業者の件というのが、石川

委員の方からもお話がありましたように、その登録制度または再生利用事業計画の促進と

いうような運用面のこと、最後に廃掃法を含めて各関連施策または法律との関係等につい

ての議論等広範にわたることになりますけれども、さらにこの辺のところで御意見がござ

いましたら。 

 はい、よろしくお願いします。 

○青山委員 （３）と（４）で、これは適正処理と再利用促進ということを分けて書いた

ところだと思いますが、再利用促進の中では、インセンティブの付与ということが一番上

に来るのはしようがないのかも知れませんが、この中に先ほど言った、全国的にある程度

市町村が判断できる規範とか基準を何らかの形で集約していくことを入れておく必要があ

るのではないでしょうか。（２）を拡大させるということも重要ですけれども、その前にや

はり一定の基準とかがはっきりしてこないと、有機資源のリサイクルがなかなか拡大しな

いと思います。 

 （４）の適正処理のところですけれども、私は①が非常に大事だと思っていますけれど

も、「排除」までと「及び優良な……登録の延長」で、後者はどちらかと言うと利用促進策

で、ここに敢えて入れるべきではないと思います。重要なのは、「不適正な再生利用事業者

の排除」というところです。「登録の延長」は（３）の方に入れてもいいようなことで、（１）

と（２）があるから利用促進の方が廃掃法上許容されるということになる。ここははっき

り促進策のような事項は抜いていただいて、きちっと「排除」ということと報告義務等の

仕組みということを明確にしていただいた方がいいと思いました。 

 以上です。 
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○牛久保座長 ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。全般にわたってでも結構です、何かございましたらお願

いしたいと思います。 

 では、伊藤委員からよろしくお願いします。 

○伊藤委員 今話題の、キーワードの「もったいない」という言葉をどこかに今後入れて

いただくといいのかなと思います。食育に絡めてですね。 

○志澤委員 この委員会の１回目から、廃棄物か資源かという部分で議論をいろいろして

きたわけですけれども、この論点整理の中で、かなり「食品循環資源」と記載されていま

す。これは意図的に農水省の方で資源とされているのか、それとも、ほかの省庁とのコン

センサスがあったのか分かりませんが、もし資源であれば、廃棄物でないという部分の位

置づけを何とかしておくことが、推進できる方法だというふうに思います。 

 それと、せっかく一生懸命やろうとする中で、先程の「もったいない」もそうですが、

どこかに「国益につながるものである」ということを示すべきと考える。先ほど３ページ

の（２）の再生利用等の上に、「リサイクルを推進していくことが重要ではない。」という

ような、何か他人的な言い方ですが、リサイクルを推進していくことが国益に結びつくこ

とであるというようなことをきちっとうたい込んだ方が、この委員会の重みもつくのでは

ないかと思います。 

○牛久保座長 「ないか」と書いていただいたのは、我々が議論をした結果を踏まえて、

きっちりとした書き振りになるんだろうと思うんです。そういう「重要ではないか」とい

うのは、本文をまとめいただいた段階での書き振りというふうに御理解いただければと思

います。後で事務局の方から御説明が多分あると思いますけれども。 

○志澤委員 それと、「循環型資源」とありますが、これは、「資源」として定義するとい

うことでしょうか。 

○牛久保座長 では、今の御発言がありましたので、事務局の方で、今までの議論につい

て御意見とか、またはこういう観点でこういうふうにしたんだと。特に資源については、

ほかの省庁とのすり合わせがどうなのかというような御発言もありましたので、そこら辺

も含めて御説明をいただければと思います。 

○枝元食品産業企画課長 百瀬委員と志澤委員から、食品循環資源ということで若干評価

をいただいたような感じでございますが、これはもともと法律上の言葉でございます。「食

品廃棄物等のうち有用なもの」というのが、この法律におきます食品循環資源でございま
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す。これがイコール廃掃法上の廃棄物なのかどうかということは、この法律で触れている

わけではございませんけれども、実態なりといたしましては、４ページの上段の「なお」

のところに書いてございますけれども、食品廃棄物等については、その大半が廃掃法に基

づく廃棄物としてリサイクル等の処理がされるということを前提といたしまして、今回、

基本方針の見直し等に当たって、先ほどのまさに資源かどうかという議論ですけれども、

そこについては現行制度の枠組み、すなわち食品循環資源という食品廃棄物等のうち有用

なものというものを対象として検討していったらどうかというのが、このなお書きに書い

てある趣旨でございます。 

 ただ、その際に、種々御議論ございましたけれども、地方自治体の廃棄物処理行政との

連携というのは非常に重要だということで、そういうことを書いていると。ここについて

は御意見いただければと思いますが、逆に言いますと、事務局といたしましては、「食品循

環資源」という言葉がイコール廃掃法上の廃棄物ではないということまで現時点において

制度的もしくは実態的に議論できるだろうかという感じは持っているというのが、このな

お書きのところでございます。 

 あと、安全性の関係はちょっと書き足りておりませんかもしれませんけれども、例えば

４ページで言いますと（５）の⑤の「リサイクル製品の安全性・品質の確保」。この安全性

について、餌は重要なものでございますし、あと、２ページの②の（オ）のところでござ

いますが、「リサイクルを推進するに当たっては、リサイクル製品の安全性・品質の確保や

生活環境の保全に十分留意することが必要である。」ということで、資料等に書いてござい

ませんけど、安全性といったときに最も問題になるのは餌であるということは、十分認識

をしております。ただ、この法律におきまして、例えば飼料安全法の特例を置くとか、安

全性についての特例を置くとか置かないとかいうことではなくて、そこは施策の連携のこ

ととして、自給飼料の向上とも相まって安全性の面も含めて、どういうふうに餌化につな

げていくべきかということを総合的に検討していきたいという趣旨でございます。 

○牛久保座長 何か御意見、今の御発言で。 

 石川委員よろしくお願いします。 

○石川委員 先ほど青山委員から御指摘があった点で、ほかの委員から特に御意見なかっ

たのでフォローしたいと思います。個別のチェーン店でもなくテナントにも入っていなく

て小規模な食品事業者、これは、この法律が個別事業者ごとに 20％というハードルがあり

ますから、それを前提にすると最も困難な点で、かつこの委員会の中にも代表がいないん
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ですよね。問題点は、代表が出せないような構造になっているというのが問題なんだろう

と思いますけれども、重大な問題であることは間違いがないので、ほかにテナントとかい

ろいろ事例が出ていますから、それは議論するんだという意味でどっかに明記していただ

いた方がいいんじゃないかなと思います。 

○牛久保座長 ありがとうございます。 

 ほかに何か、今の関連でも結構ですが、ございますでしょうか。 

 今御発言ありましたように、規模の問題と量と質の問題ということがこの食品リサイク

ルにかかわる問題ということで、非常にそこら辺がこの法律の難しいところかもしれませ

んので、そこら辺を十分に配慮した形の見直し議論をしていただければというふうに思い

ます。 

 はい。 

○青山委員 私は、やはりこの廃棄物・リサイクルに関する法律というのは、廃掃法がま

ずベースにあると思います。他のリサイクル法もそれとの関連で動いているのですが、一

番難しいのは、この食品リサイクル法だと思います。既存の体系の中でいろいろな問題を

持っているので、やはり市町村に判断する材料がよほど示されないと、本日の質疑のよう

に、動かない話が非常に多くなってしまう。環境省でもＱ＆Ａの形でいろんな例について、

こういう場合はどうするんだという質問に対して回答が示されていますが、そのようなこ

とを少しずつでも積み上げていかないと、一遍に解決するのは難しいと思います。かなり

紛らわしい例について、あるいは、本当ははっきりしているが市町村がそれぞれ違った見

解を示しているような事例については、できればＱ＆Ａのような形で、関係省庁で共有す

る認識を示してもらうようにすべきであると思います。 

 もう１点、また細かいことで申しわけないですけど、最初の、もしも、委員長がおっし

ゃったようにこの（１）と（３）を入れかえるのであれば、（３）の文面で最後の「食品リ

サイクル制度を取り巻く」というところを「食品リサイクルを取り巻く」というように、

「制度」は消していただきたい。要は、リサイクルを取り巻く社会条件が変化してきてい

る中で法改正、施行があったという論旨で、「制度」という言葉を消していただければと思

います。 

 以上です。 

○牛久保座長 ありがとうございます。 

 ほかにございますでしょうか。 
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 では、ちょっとまた私の方からですけれども、この法律を国会において審議する中で衆

参両院議員の総意のもとに、将来は家庭系食品廃棄物についても考慮することという文言

が多分入っていたと思います。この点をどう取り扱うかについても議論の対象にすべきか

どうかということについてお諮りしたい。この法律は、先ほど御議論いただきましたよう

に、規模を問わず食品関連事業者を対象にしたという形になっています。ですから、例え

ば事業系一廃、一般廃棄物の中で絡む問題として、国益その他ということも含めて、当然

家庭系の食品廃棄物についても、質的、量的な問題等あろうかと思いますけれども、原材

料や流通から考えますと、家庭も企業と同じものを使って、排出の形態に違いはあろうか

と思いますけれども、そこら辺の議論をどのように取り扱うかということについて、何か

御意見ございますでしょうか。 

○石井（邦）委員 今の流れとしまして、御承知のように包装容器リサイクル法がこれか

ら変わろうとしておりますよね。それが今、多分隣の石井さんの方が詳しいと思いますけ

れども、もっと自治体の実施率が高まれば、当然次に来るのは食品廃棄物の問題だと思う

んですよね。ですから、当然そういうものを視野に入れた形で考えた方がいいと私は思い

ます 

○青山委員 地方の場合と都市の場合で随分条件は違ってきているなと思うのですけれど

も、大都市であれば、今のマンション群でいえば 500 戸、2,000 人規模のマンションが１

つであって、あるシステムでやれば、地下の貯留槽のところで厨芥を分けるということは

かなり可能になってくるわけですね。そのような単位のところから始めるとか、全体でも、

ある市町村では既に具体的に展開している事例もあるわけですから、触れることは必要と

思います。これから５年間、見直し時期まで法律の改正がないとすれば、2015 年ぐらいま

で考えると、明らかに家庭系の食品廃棄物も施策対象とするといった状況が生まれてくる

ということが予想されるので、一応これからの審議の中で、少しそういう議論もできたら

ありがたいとは思います、全般的に展開するというのは非常に難しいとは思っていますけ

れども。 

○牛久保座長 百瀬委員よろしくお願いいたします。 

○百瀬委員 家庭系の食品残渣というのは一般廃棄物ですね。そうすると、市町村が食品

リサイクルにかかわるということが非常に明確になってくるわけです。そうすると、今ま

で食品残渣は再生資源なのかごみなのかということで考えあぐねていた市町村が、真剣に

自分のところも取り組まなくちゃいけないと。そうすると、我々の今事業系でやっている
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食品残渣の再生利用についても、担当官が真剣に考えなければならないし、また、事業系

と一緒にやらなければならないというようなことが出てくると思います。ですから、一般

廃棄物を管轄していらっしゃる市町村の担当の方たちに非常によい影響を与えるのではな

いかと思いますので、ぜひともその項目を入れていただきたいと思います。 

○牛久保座長 ほかに御意見ございますか。 

 藤田委員よろしくお願いします。 

○藤田委員 先ほど、食育に絡めて「もったいない」という言葉を明記した方がいいので

はないかという御意見がありましたけれども、私も同感なんですが、学校給食残渣のリサ

イクルなど、それに絡めて食育だとか環境教育を考えるというのはここに書かれています

けれども、一番の生ごみが出る家庭というところを全く無視して、そういう学校給食や農

林漁業体験活動での食育、環境教育だけを推進しても、家庭のところで一番教えるべき「も

ったいない」という気持ちだとか発生抑制というところが全く取り込まれていないと効果

がないと思いますので、その部分はぜひ取り込んでいただければと思います。 

○牛久保座長 ほかに御意見ございますか。 

 石川委員よろしくお願いします。 

○石川委員 家庭系の生ごみの話ですけれども、どういうふうに触れるか。量的にも質的

にも関連があるので当然議論はするんだと思うんですが、この法律が正面切って対象にす

るというものでは多分ないですよね。各家庭 20％なんていう話はあり得ない。自治体に

20％というのも、考えにくい、青山委員からあったようなマンションはどうかという話に

なると、少しは考えられるかなという感じですから、直接のあれではないんだと思うんで

すが、処理をしている、再生利用をする技術システムとして見たときは同じではないかと

いう部分があるんだと思うんですね。恐らく餌は無理だと思うんですけれども、コンポス

トとかエネルギー利用になってくると、これはかなり規模のメリットが出ますから、当然

そこで法律が別だから個別の小さなシステムを持つというのは技術的にはおかしい。そう

いう意味では、そこをどう整合させるかというようなことは議論が当然必要なんだろうと

思います。 

 もう１つの視点としては、先ほど藤田委員から御発言あったような、法律の精神のよう

な、「もったいない」とかそういうふうなことは当然関係がある話で、消費者から見れば、

自分の家でやっていることが多分一番身近な話ですから、当然それは関係がある話だろう

と思います。 
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○牛久保座長 ほかにございますか。 

 今御発言ありましたように、家庭系の食品廃棄物を議論する場合、どういうとらえ方を

するかが問題です。例えば廃棄物という観点、廃棄物を処理する技術は同一だから、それ

らを一緒に混合して処理するという考え、そういう廃棄物を一括処理するという扱いで議

論するケースの場合と、例えば先ほど議論ありましたように、食品関連企業から出てくる

ものの中には、産業廃棄物と事業系一般廃棄物という絡みの中で、例えば家庭系も一般廃

棄物ですので、法律上の廃棄物の分類のくくりでいくのかということになろうかと思うん

です。しかし、法律上の議論になりますと、そこら辺はなかなか議論しても――今の現状

では、なかなか結論を得るには時間が必要です。ですから、そこら辺が問題かと思います

けれども。 

 まさに石川委員におっしゃっていただいたように、どこのところまでが――例えば廃掃

法でいきますと、缶、瓶というのは製造が同じでも、通るルートによって事業系廃棄物に

も、家庭からの発生であれば、一般廃棄物の適用になるような形になっているわけですね。

容リ法の場合は一般廃棄物対象で議論をしているということです。食リ法の場合は、事業

系を対象に個々のところでの実施率 20％ですけど、今お話のように、家庭で 20％という議

論ができるかということも含めますと、そこまでなかなかということになります。ですが、

青山委員におっしゃっていただいたように、あと５年のスパンという中で、これから情勢

がもろもろ、廃棄物を資源というとらえ方も含め、先ほどの食育とかという関連も含め、

いろんな意味で家庭系の一般廃棄物の取扱いについても関連してくると思います。 

 もう１つ、食品メーカーサイドから言いますと、食品メーカーが各家庭にいろんな食材

を製品で提供している際の食品廃棄物の取り扱いについても配慮しなきゃいけない時代が

来るというふうに思うわけですね。ですから、家庭系の一般廃棄物の中にも、いわゆる食

品関連事業者としてどう配慮していくのか。例えば買いすぎや食べ残しによるロス率を少

なくする等の観点から言うと、やっぱり家庭系の食品廃棄物についてもある程度視野を広

げて議論していく必要もあろうというふうにも思うんです。ほかに御意見ございますでし

ょうか。多分触れずに通れる議論ではないと思います。 

 ほかにございますでしょうか、総括的にでも結構ですが。御意見が無いようですので、

一応きょうの部分については、出尽くしたというふうに考えてよろしゅうございますでし

ょうか。 
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大韓民国における食品リサイクル政策の実態調査結果 

 

○牛久保座長 それでは、もう１件、参考資料２を御用意いただければと思います。予定

した時間まで余裕がございますので、事務局に「大韓民国における食品リサイクル政策の

実態調査結果」、韓国の食品のリサイクルの状況について調査をしてきていただいたものが

ございます。それをちょっと御説明いただいて、韓国のリサイクルの実情はどんなような

ものかということを御説明いただければと思います。よろしくお願いします。 

○島津食品産業企画課課長補佐 簡単に御紹介申し上げます。参考資料２をごらんくださ

い。 

 出張者は、私と食品産業企画課の課員の清水、それから、旅程にはすべて在大韓民国日

本国大使館の漆原参事官に御同行いただくという形で調査してまいりました。 

 ３日間と短い期間ではありましたが、韓国政府の協力もあって、非常に濃厚な調査をさ

せていただきました。 

 訪問先としては、まず環境部に赴き、資料収集なり情報・意見交換をした上で、翌日、

最も代表的な、人口の多い道である京幾道庁の担当部局、それから、廃棄物の処理義務を

日本と同様に負う市町村として水原（スウォン）市の公営食品リサイクル施設を現地視察

いたしました。さらに民間の取組として三星（サムソン）エバーランド、これは三星グル

ープの中核企業であり、一大レジャーランドを経営している会社です。それから、同じく

三星グループの生命保険会社、こちらの社員向け研修施設の給食施設における取組の実態

を視察いたしまして、最後３日目に、ソウル郊外にございます地上 60 階地下３階建てのテ

ナントビルにテナントとして入っている食品関連事業者の取組を拝見してまいりました。 

 ２日目以降の地方公共団体、民間への訪問・視察には、環境部の担当補佐に最初から最

後まで随行いただきました。金補佐も現場と意見交換をする貴重な機会ととらえたのか、

非常に熱心に、訪問先の企業と意見交換をしておられました。 

 それでは、個々の実態について簡単に御紹介申し上げます。そもそも向こうの法制度に

おきまして、どのような形で食品リサイクルが実施されているかと申しますと、廃棄物管

理法という我が国の廃棄物処理法に該当する、廃棄物処理に関する基本的な法律がござい

まして、その範疇で食品リサイクルも実践しているという位置づけにございます。 

 立法に至った背景が１ページに書いてございますが、環境部の資料によりますと、廃棄

物の総発生量のうち大体 25～30％が食品廃棄物に該当するという実態がございます。ただ、
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その一方、韓国の食料自給率は日本よりもさらに低い水準でございまして、これは資源と

してやはり活用すべきという意見が政府内部にもあったというのが一点。 

 さらにもう一点、むしろこちらの方がより深刻なのですが、韓国では、廃棄物は埋め立

てが今もって中心です。食品廃棄物がそのままの状態で大量に埋め立てが進んだ結果、悪

臭、害虫発生、それから最も深刻なのは汚水の流出といったようなことが全国各地で顕在

化いたしまして、その一方で、埋立処分場というものは我が国同様に限界にあり、さらに

焼却施設の新増設も住民感情から非常に難しいという点があり、では、資源として活用す

べしといったような政策がとられたということでございます。 

 ２ページ目に簡単な経緯がございますが、1996 年から政府内部の検討を始めまして、97

年に法の施行規則の改正という形で、ほぼすべての飲食店、集団給食施設、各家庭に分別

を義務付けました。さらには、各廃棄物の処理責任を負う市町村に食品廃棄物の再資源化

の義務を課す形で実行されました。それをフォローするため、中央政府が総合対策という

ものを、年度を区切って実施する形で支援をして、現在に至るという状況になります。 

 この結果、2004 年までは順調に廃棄物の発生量自体が減ったものの、最近、韓国も経済

回復が進んでおりまして、2005 年には再び増加という事態になり、また、これに対応する

ために新たな総合対策を現在検討中ということでございました。今回は、食文化にまで手

を出すという対策で、とにかく食べ残さない、大量に食品を出さないというような形の是

正を進めていくのだと先方も申しておりました。 

 ２ページの一番上の表の 2005 年９月現在の分別回収率というところをごらんください。

97％は確実に分別回収しているという結果が出ております。 

 その下にリサイクルの状況が出ており、発生量を 100％とした場合、リサイクル率 93.8％

という数字が出ております。これは再資源化の義務を各家庭や食堂、市町村にかけた結果、

達成された数字であり、数年の間に非常に立派な数字は出ている。ただし、一部行き過ぎ

たところはございまして、かなり非効率なリサイクルが進んでいることや、得られた飼料

や肥料の品質上の問題が顕在化するといった問題も発生しているという事態も報道から伺

えます。このため、埋立処分を原則禁止にするという規制を、場合によっては地域限定で

一部緩和することを検討したり、リサイクル製品の品質確保をするために、新たな基準、

技術に基づく公共食品廃棄物処理施設を増設するという計画を新たに立てたり、設備の検

査制度を導入するといったようなことを検討しておりますし、行き過ぎた点の是正という

意味で、肥料、飼料という現在の主流の方法以外に、メタン化など、新しい方法を模索し
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ているといったような点がございました。 

 これらのデータの把握方法ですが、市町村にリサイクル義務が課せられておりますので、

市町村からの積み上げの結果としての数字であり、非常に確かなものだという説明を受け

ました。 

 それから、申し遅れましたが、この法律に基づく食品廃棄物は、我が国の食品リサイク

ル法の食品廃棄物とは異なりまして、いわゆる食べ残しに限定されます。 

 ４ページ以降、地方公共団体の調査をした結果がございます。数字の傾向としては、国

全体と大きく変わるものではありません。少し細かい数字が出ておりますけれども、中ほ

どに食品廃棄物の内訳が少し出てございます。結局、家庭系が全体の 74％と４分の３を占

めており、残りが減量義務を課された食堂、集団給食施設、そういったところからの排出

という結果になっております。 

 ４ページの下に写真がございます。これは調査した京幾道ではなく、ソウル市内の様子

でございますが、これは集合住宅の一角で、ここでは 16 種類のペール缶が置かれておりま

した。この容器毎に食品廃棄物その他あらゆる一般廃棄物が分別される形で、制度として

運営されているということでございました。 

 ５ページのところに、京幾道全体の処理状況が示してございます。国全体では、飼料と

肥料が現在イーブンのシェアになっておりますが、もともと自給率のことも踏まえた資源

化という目的も一つございましたので、総合計画の中で、飼料化に比較的重点を置いてお

りました。ただ、97 年の制定以降、ＢＳＥの発生など懸案事項がございまして、その結果、

飼料と肥料が国全体で見ればイーブンといったような状態になっています。ただし、京幾

道の結果としては、依然飼料化が中心という実績を上げております。 

 ６ページをごらんください。法的措置の結果として 90 何％まで食品リサイクルが進んだ

ものの、課題も出てきてという紹介をいたしましたが、それも踏まえた今後の施策の方針

について、以下のような説明を受けてございます。まず１つは、再び増加してしまった食

品廃棄物の量を抑制するという方針が１点。公共施設率が現在、４割弱まで落ちていると

ころを、再び７割ぐらいまで市町村が責任を持って運営するという形に切りかえていくと

いう方針が１点。それから、リサイクル製品の品質確保、多様な処理方法の導入というこ

とを目標に掲げまして、現在、再資源化率が 92％京幾道としてはあるものを、70％まで場

合によっては落として、品質の面を優先するといった措置をとるということでございまし

た。 
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 あとは、効率の問題から、集合住宅は従来どおり義務を課すけれども、一戸建てのよう

なものに対する扱いは、今後は再検討するというようなことも申しておりました。 

 ７ページに、公共の資源化施設の概要、実績を簡単に紹介してございます。こちら、肥

料化と飼料化を行っておりましたが、日本の施設と異なる特徴としましては、食品廃棄物

を搬入し破砕した後に一度水で洗浄するという工程が入っておりました。洗浄した後に、

さらに圧搾をかけて一度水を抜くということも仕組まれてございます。といいますのも、

説明によれば、韓国の食材は世界的にも塩分、辛味成分が多く、そのままでは肥料、飼料

に適さないということで、一度水洗いをして脱塩をするという措置をとっているそうでご

ざいます。その分、使用する水の量、発生する汚水の量が非常に大量になりますので、集

落排水施設並みの排水処理設備がリサイクル施設に設置してございました。 

 あとは、堆肥が品質の問題から受け入れられなかったという問題がございましたので、

塩分１％以下という点を、得られる堆肥の品質として最重視しておりまして、それを確実

にクリアしているといったようなことを再三ＰＲされたところであります。飼料化の方は、

まさに我々が訪問する直前に稼働したばかりということで、実績の方はこれからというこ

とでございました。ただ、日本のオカドラと技術提携をして建設した施設だという説明を

受けております。 

 ９ページ以降、民間の取組を簡単に紹介してございます。三星エバーランドでは場内の

食堂等で出たごみにおがくずとビートパルプを混合して、キノコ栽培用の培地にして、耐

塩性の高いキノコ品種をこのために育成した上で、製品として出荷、残った培地は堆肥化

するといった措置で処理をしております。現在は、ランニングコストとキノコの売り上げ

費とがほぼ同水準ということで、スケールアップすれば利益は出るというようなことは主

張しておりました。 

 ちなみに、ここで栽培されておりますのは、日本ではヒラタケと呼ばれる品種で、向こ

うでの単価が大体１パック 5,000 ウォン、60 円ぐらいということですので、日本国内での

単価とそう大きく変わるものではない水準で商品として市販されているということでござ

います。 

 それから、11 ページに三星生命の研修院での取組結果を簡単に紹介してございます。こ

こでも発生抑制をメインにしておりまして、食べ残さなかった人にはデザートを出すとか、

食べ残さなかった場合に１回ごとにスタンプを押せるようなスタンプシートを用意して、

それがすべて貯まったらプレゼントを出すというような形で、いろいろ残させない努力を
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しているという説明を受けました。三星グループでは、発生抑制の取組で様々なアイデア

が各社から出た場合、エバーランドの流通事業部門に情報を集積させ、そこからグループ

各社に発信されるという形で、多様な情報を共有、発信というシステムをグループ全体で

取り入れているという説明がございました。 

 12 ページには、非常に大きなテナントビルの取組を紹介してございます。ここでは、な

ぜこれほど真剣に発生抑制に取り組んでいるかという背景の説明がございまして、ウの

（ア）の②に書いてありますが、規制に基づく措置、市場原理により、廃棄物処理費用が

2003 年以降、この２年間で 2.5 倍に拡大したということで、企業経営からみてという上で

は負担が大きいという観点から、真剣に減らすという取り組みが進んだという説明を受け

ました。 

 「取組内容」のところの最後の１行に書いてございますが、とにかく様々な取組をアイ

デアを募って進めて、評価結果を人事評価に反映させるという形を社内的にはルール化し

て、これでインセンティブを与えるというような取組をしております。このビル全体では、

そのような発生抑制もしておりますし、発生してしまったごみは、13 ページにございます

生ごみ処理機を地下駐車場脇に設置して排出抑制を図っております。経済的に耐用期間を

５年と見た場合に、外部委託、外部にリサイクル委託をするよりも安価になるという判断

で、ビル内に設置して処理をしております。日本でいえば、いわゆる消滅型と言われる機

器でございます。 

 総括いたしますと、冒頭申し上げましたように、韓国の食品リサイクル制度というもの

は、我が国の食品リサイクル制度とは全く異なる法体系のもとでの取組であるというのは

事実でございます。しかしながら、その背景にある諸々の点、自給率の問題も含めて、こ

ういった点は非常に課題意識を共有できるような点が多々ございました。「ＮＩＭＢＹ」と

いうような単語も出てまいりましたので、これは世界共通の認識かというようなことを思

った次第でございます。 

 ここに記載してございますように、リサイクル率などとにかく非常に進んではおるんで

すけれども、急速な変化に社会がついていかないと、それから品質確保等々の面で不十分

であったというところも顕在化しておりまして、少しかじ取り方向を変えつつあるのかな

というような印象も受けてまいりました。直ちに日本の食品リサイクル制度に反映させら

れる情報のみというわけではもちろんございませんけれども、共通認識とできた問題点、

そういった諸々を他山の石とせず、我が国の将来の課題としてもとらえて参考としていき
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たいと考えております。 

 以上です。 

○牛久保座長 ありがとうございました。 

 何か御質問はございますか。 

 はい。 

○青山委員 １点だけ。１ウォンというのは大体何円で計算すればいいのですか。 

○島津食品産業企画課課長補佐 大体８ウォンが１円程度です。 

○青山委員 ということは、例えばキロ当たり 80 ウォンになったということはキログラム

10 円、トン当たり１万円になって高いと言っているという意味ですね。 

○島津食品産業企画課課長補佐 はい。 

○牛久保座長 よろしゅうございますか。では、どうもありがとうございました。 

 では、時間となりましたので、事務局には本日の議論を踏まえて論点を再整理していた

だいて、中間取りまとめに向けた資料の作成をお願いしたいと思います 

 

食品リサイクル小委員会における調査・審議日程（案） 

 

○牛久保座長 それでは、最後に、事務局から今後のスケジュールを含め、次回以降の日

程について御説明いただけますでしょうか。よろしくお願いいたします。 

○枝元食品産業企画課長 本日は、長時間にわたりまして御意見を賜りましてありがとう

ございました。 

 まず、本日お示しいたしました論点整理でございますけれども、多々御意見いただきま

したので、再度整理をいたしまして各委員の方にお送りをいたしまして、御意見を賜りま

して、また座長とも相談して、論点整理ということで固めたいというふうに思ってござい

ます。 

 また、今後のスケジュールでございますが、恐縮でございますが、資料２に食品リサイ

クル小委員会における調査・審議日程（案）という１枚紙がございます。ちょっと見てい

ただければというふうに思います。当初、10 月に各委員の先生にお願いいたしましたとき

には、４月ぐらいに論点を整理して、できれば６月ぐらいに最終的な報告をして、それを

踏まえて政府の方で制度化なり基本方針の見直しというようなことでお願いをしてござい

ました。しかしながら、本日の御意見にもございますとおり、非常に多岐の論点がござい
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ます。また、正直なところ、基本方針の見直しだけでとどまるかどうかということについ

てもいろいろな精査が必要であろうというふうに考えてございます。 

 そういうことから、本日は論点でございますからその方向性を予断させるような書き方

をしてございませんけれども、本日いただいた意見を踏まえた論点につきまして、いろい

ろな調整も含めて、それなりにこういう方向ではないかというようなことを私どもの方で

２カ月程度かけましてまとめまして、中間取りまとめ（案）というものを作成していった

らどうかというふうに考えてございます。その過程で、当然ながら関係の省庁なり業界、

また各委員にも個別にいろいろと御相談することもあろうかというふうに思っております。

６月めどぐらいで１度、その中間取りまとめ（案）を御審議いただきまして、その結論を

踏まえて、また７月ぐらいに中間報告というものを一応まとめると。それを踏まえまして、

予算ですとか税制ですとか、いろんな私どもの作業も入ってございますので、そういう作

業もしつつ必要に応じまた小委員会を開催させていただきまして、年末をめどに最終的な

報告書の取りまとめを行う。その時点で、本日多々御議論いただきましたようなことにつ

いて、具体的な方向がそこで決まると、そんなイメージで考えさせていただいております。

当初のお約束ですと、この委員会は６月までということでございましたけれども、非常に

多岐にわたっておりまして、ぜひこのような日程でもう少しお時間をいただきまして、非

常に御多忙というふうには承知しておりますけれども、おつき合いいただければというふ

うに考えています。よろしくお願いいたします。 

○牛久保座長 お話がございましたように、議論の内容が、基本方針の改定で受けとめら

れる範囲を超えて広範に御議論いただきましたので、もう少し時間をかけて議論をしてほ

しいという事務局の提案でございます。皆様方、その提案をお受けしてよろしゅうござい

ますでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

○牛久保座長 それでは、事務局案を御了承いただきましたようですので、本日の委員会

はこれで終わりにしたいと思います。どうも長い時間にわたりましてありがとうございま

した。終わりにさせていただきます。 

 

閉     会 
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